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シニアネットワーク連絡会セッション 

シニアと若手が語る高レベル放射性廃棄物問題 
Talk & Exchange on High Level Radioactive Waste Management Issue 

Between College Students and Veteran Experts 
 

＊坪谷隆夫 1，針山日出夫¹、三島理愛²、青木祐太郎³、阪口碧依⁴、島津美宙⁵ 
1シニアネットワーク連絡会，2東京工業大学、³福井工業大学、⁴京都女子大学、⁵近畿大学 

 

 

１．科学的特性マップの公表と最終処分場選定の進め方（坪谷隆夫） 

① 日本では、2000 年に最終処分法を制定して処分地選定段階に入ったが、15 年以上を経た現在、 

進展を見ていない。 

② 高レベル放射性廃棄物の最終処分事業は、「人々の健康と環境の保全」と「電気を使った後始末」が関

わり、併せて「将来の社会の変化にも耐えること」が求められる公益性の高い事業である。 

③ 高レベル放射性廃棄物の最終処分問題は、「処分地選定の進め方」を中心とした社会的問題にあるとい

える。政府は、最終処分基本方針に基づき最終処分法に定める処分地選定に先立ち最終処分について

国民、地域社会の情報共有が重要であるとし科学的特性マップを取りまとめ公表した。政府は、科学

的特性マップが最終処分について国民、地域社会が参加する対話活動で活用されること、その積み重

ねが処分地選定に結びつくことを期待している。 

④ このような処分地選定の進め方は、近年、トップダウン型の意思決定から決別し「信頼と参加」を掲

げて最終処分計画に進展を見せている欧州各国やカナダの政策とも調和的である。 

⑤ 問題解決の鍵は、「信頼と参加」にある。 

 

２．若手からの問題提起 

 2.1 高レベル放射性廃棄物処分に対する国民の合意形成について（三島理愛） 

高レベル放射性廃棄物処分を実施するうえで、国民の合意形成を得ることが最も難関な課題だと

考える。日本では高レベル放射性廃棄物処分には地層処分を行う方針になっている。地層処分は最

も有望な処分方法として国際的に選択され、関連する研究は国内外で行われすぐにでも実用化でき

る技術基盤が出来上がっていると言われている。 

しかし国民の合意が得られなければ地層処分場の候補地は決まらず、さらに今の情勢では最終処分

プロセス自体が実施できない可能性がある。 

国民の合意形成の妨げになる要因には、国民が持つ原子力に対するマイナスイメージ、マスメディ

アによるネガティブキャンペーン、過激な反対派、誤った知識、などが考えられる。これらは国民

間に原子力＝危険のイメージを植え付け、悪循環を生む。 

人の感情や思考に対する問題は難しいため、心理学のような分野の専門家の力を借りるべきではな

いか。正しい科学的知見を根気強く伝えるだけでなく、心理戦などを使い推し進めることも時とし

て必要ではないか。 

  2.2  高レベル放射性廃棄物問題における大型公共工事としての問題（青木祐太郎） 

    高レベル放射性廃棄物(HLW)処分方法についてはオーバーパックなどの技術や深地層処分の手法

について、非常に多くの議論が練られており、科学的な知見からその技術的な信頼性、安全性につ

いてはクリアしていると見られる。 

問題となるのは HLW 最終処分場の建設、設置について大型公共事業としての難しさである。日

本において、ダム建設や空港設置等に関して大規模な抗議活動が行われてきた。同様に、この問題

は産業廃棄物処理場を自分の地域に設置する、とされた時の感覚的な拒絶感と同じであると考える。 
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最近の原子力事業の例では、大間原子力発電所の建設において、用地買収を断念した電源開発は原

子炉設置許可申請の変更を行い、結果、建屋等の配置は当初案よりも南に移動することとなった。 

本問題を解決するためには地域住民と国と電力事業者による連携が必須であり、さらに HLW 問題

に係わる研究機関や企業も加えた国全体として取り組むことが重要であると考える。 

 2.3 高レベル放射性廃棄物の理科・社かい～有効利用と現地見学の提案（阪口碧依） 

   今回の発表では科学的問題は今、大学のゼミで研究しているセシウム 137 の熱源利用について。

社会的問題では、文系学生から見たエネルギー問題（高レベル放射性廃棄物）に対しての考えを述

べたい。特に社会的問題では、高レベル放射性廃棄物は処分するにしても長い月日がかかる問題で

ある。だからこそ、若者が高レベル放射線廃棄物の地層処分についての理解が必要だと考えた。こ

の方法として、高校生の学習要項に廃棄物の処理について入れるべきであると考えた。また、私自

身ゼミの合宿で実際に福島を訪問したり、福井県の高浜原発を経験し自分の目で見て確かめること

の大切さを学んだことから、高校生のうちに校外学習を通して、これから廃棄物についてどうする

べきであるかということを学び、日本の技術に対する信頼と自分たちが何とかしないといけないと

いう責任を実際に感じてもらうことが必要である。この２点（科学的問題・社会的問題）について

述べる。 

 2.4 高レベル放射性廃棄物に関する理解促進に向けたゲーム形式対話の提案（島津美宙） 

   高レベル放射性廃棄物の処分は、高齢者から学生までの理解と長い年月を要する問題である。

一方で、日本は国民に処分問題に関する興味、関心を抱かせる基礎段階に位置していると考え

ている。しかし、高レベル放射性廃棄物に関する多くの対話活動では、参加者へ知識を押し付

けるような内容が目立つ。そこで一般市民が気軽にかつ楽しく高レベル放射性廃棄物に関する

情報を得て、関心を持つためにゲーム形式対話を提案する。 

は専門家による講演は行わず、ゲームを通して高レベル放射性廃棄物について学ぶ方法であり、

処分場選定への足掛かりである。一般市民が抱く「難しい」、「怖い」という印象を払拭し、「身

近な問題」である認識を持ってもらうことが狙いである。しかし、参加者に誤解を与えない表

現やルール決めだけでなく、進行役、ファシリテーター役の人材育成などの課題があるため、

専門家を交えて内容を検討していく必要がある。 

                                    以上 
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